
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [198,257円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [87.8]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [15.47人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [866,529円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

仙北市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
≪財政力指数≫
　人口減少に加え、市内に中心となる産業がないことにより、財政基盤が弱く類似団体を下回っている。平成17年9月20日合
併により 仙北市となり、今後は基幹産業である、農林業、観光の施策の重点化に努め、活力あるまちづくりを展開しつつ、
現在進めている集中改革プラン及び行政改革大綱による定員管理計画等による人件費の削減など行政の効率化を進め財
政の健全化を図る。
≪経常収支比率≫
　人件費は早期退職者の増及び合併に伴う特別職等の減により大幅な減となっている。しかし、公債費及び扶助費(生活保
護及び児童手当)の増加により4.9%類似団体平均を上回っている。平成17年9月の町村合併により事務の効率化、民間委
託・指定管理者制度の活用により経常経費の削減に努めることにより、経常収支比率を7年後に86%台に低下させることを目
標とする。
≪人口１人当たりの地方債現在高≫
　類似団体平均に比較して市債残高は、大型プロジェクト（一般廃棄物最終処分場建設、都市計画事業）の関係で約1.7倍と
なっている。人件費をはじめ義務的経費の削減や単独事業の見直しを中心とする行財政改革を進め、新規発行債（臨時財
政対策債及び合併特例債は除く。）の抑制（平成18年度を基準として、60％未満に抑制）を行い財政の健全化に努める。

≪実質公債費比率≫
　一般廃棄物処理場、義務教育施設整備、下水道事業などを積極的に整備してきた結果、高比率になっている。今後は公債
費負担適正化計画により26年度に17％台を目標に起債の抑制を図る。
≪ラスパイレス指数≫
　職員給については、ワタリや特別昇給などの未実施などにより給与水準は低水準にある。
≪人口1,000人当たり職員数≫
　保育園、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームなど福祉関係事業の積極的な施策の展開に人員が必要であったため、
人口当たりの職員数は類似団体と比較すると多い。
   今後10 年の間にいわゆる「団塊の世代」等の職員の大量退職を迎えることから、職員の約３分の１が定年退職する状況に
なっています。 この状況を、抜本的な組織変革に向けた好機と捉え、職員が担うべき業務分野を明らかにした上で、事務事業
のアウトソーシングの推進を図るとともに、国の公務員制度改革の動向を見ながら、派遣職員や任期付職員等の活用を検討
し、職員定数の抑制・削減に努めます。また、平成22年度当初までの数値目標を掲げた仙北市定員適正化計画（平成18年３
月策定）に基づき、定員管理の適正化を進めます。


